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Ⅰ．港湾における物流・産業基盤等の整備

基本施設

機能施設

民間施設

港湾法 一般財源　　　　公共事業（直轄・補助）

港湾整備促進法 政府資金等　　　　起債事業　　　

民活法

民都法

ＰＦＩ法

民間資金、無利子・低利貸付金、一般財源等　　　　民都事業 　　

産業用地等

（岸壁・防波堤等の根幹を成す施設）

（基本施設を十分に機能させるための施設）

（企業立地のための用地）

（倉庫・業務ビル等の民間ノウハウ、資金導入による施設）

有機的
に整備

【機能施設の例】ガントリークレーン

民活事業　　

ＰＦＩ事業　　
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特定港湾施設整備事業（上屋、荷役機械、用地等）に要する

資金調達の円滑化による港湾整備の促進。

港湾管理者が国土交通大臣に資料を提出。国土交通大臣は

Ⅱ．港湾整備促進法

目　　　的

計画の取扱

計画の策定

基本計画の内閣承認 ７月下旬　閣議予定７月下旬　閣議予定

２

交通政策審議会の議を経て「基本計画」を定める。

東京港　品川ふ頭

荷役機械

ふ頭用地

新潟港東港地区 上屋（ＣＦＳ）

上屋



閣議
交通政策
審 議 会

特定港湾施設整備事業
③基本計画の作成

（国土交通省）

地方整備局等

⑩
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総務省

財務省

日本郵政
　公社

⑪資金の融通 ①計画資料提出
※地方債計画を踏まえて

②計画資料提出

④
諮
問

⑤
答
申

⑥
請
議

⑦
承
認

地方公共団体（港湾管理者）

⑧
整
備
計
画

　
　
の
通
知

　　　前年１２月　　地方債計画策定（総務省）
　　　前年　８月　　国土交通省から翌年度計画を総務省・財務省に要求

３

⑨要求



Ⅲ．特定港湾施設整備事業

４

防
波
堤

岸
壁

荷役機械

引船
上屋

ふ頭用地

① 港湾機能施設整備事業
●港湾機能施設整備事業は、公共事業による防波堤、岸壁等の基本施設の
　整備と連携して、基本施設の機能を効率的に発揮させるために不可欠な
　ふ頭用地、上屋、荷役機械、引船等を整備するものである。

●港湾機能施設の整備によって、荷役作業効率は格段に向上する。

●この施設の重要性から、有利な政府資金等を整備事業費に充当している。

事業別政府資金充当率推移
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港湾整備

下水道

電気・ガス

上水道

一般交通

有料道路・駐車場

工業用水

都市高速鉄道

起債事業公共事業

●ふ頭用地 ：荷さばき、一時保管及びこれらに関連する業務の用地
●上屋 ：荷さばき、一時保管又は薫蒸等を行うための建物
●荷役機械 ：貨物を船積み、陸揚げするためのクレーン
●引船 ：大型船舶の離着岸を補助するための船舶

港湾機能施設整備事業は、港湾整備促進法

に基づき、政府資金の充当率が高い！



港湾機能施設整備事業の動向

●既存ストックの有効活用（上屋・荷役機械の移設転用、水面貯木場の
　埋立による土地の確保など）

●耐震性の強化（ガントリークレーンの免震構造化など）

●上屋の複合機能化（倉庫・業務機能との一体整備：多階層構造）

●クレーンの高規格化（就航船舶の大型化への対応）

●ふ頭用地の規模拡大（荷さばきの効率化のためのヤード拡大）

５

業務機能等を合わせ持つ

大阪港南港外貿Ｑ-４上屋
奥行き５００ｍ、面積１７.５ｈａを有する

名古屋港飛島南側コンテナターミナル

５００ｍ
１７.５ha１７.５ha
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② 臨海部土地造成事業
●臨海部土地造成事業は、流通施設用地や保管施設用地など物流の効率化
　に資する施設のための用地、環境問題への対応など国民生活の質の向上
　に資するための用地並びに臨海部に立地する産業等のための用地の造成
　又は土地の取得である。

●これら用地は、土地利用の性格付けから｢都市再開発用地｣と｢工業用地｣
　に区分している。

公共事業 起債事業

都市再開発用地

工業用地

防
波
堤

岸
壁

●都市再開発用地 ：流通施設用地、交流拠点用地、
　　　　　　　　　　　　　 都市化の進展に対応した各種用地
●工業用地 ：工業の用に供する用地

千葉港五井地区で原油精製基地として
活用されている工業用地



製造業用地 港湾関連用地 都市機能用地

交通施設用地 その他

７
売却面積の土地利用区分（累計）

地域別売却面積分布（累計）
臨海部土地造成処分状況（全国）

(％は全体売却面積に対する割合を示している)

24%
12%

11%
6%12%

7%

6%

16%
5%

1%

※国土交通省港湾局開発課調べである。
　なお、上記データは平成１３年末時点である。

全体計画処分面積：約６.６万ha

65%

3%

22%
55%

3%

10%

15%

17%

売却済面積：約４.３万ha

売却用地

非売却用地

売却済
今度売却

完成済

造成中

10%

●臨海部土地造成事業の造成全体計画は約６.６万haである。このうち処分予定面積は約５万ha
　であり、残りが道路や緑地等の非売却用地である。

●処分予定面積のうち、約４.３万haが売却済である。また、今後売却予定の面積（計画・造成
　中、売却中）は約０.７万haである。

●売却済の土地利用については、約５５％が製造業用地、約１５％が保管施設用地などの港湾関
　連用地、約１０％が業務施設用地などの都市機能用地として利活用されている。

●売却面積の地域別シェアを見ると、産業集積の高い東京湾を抱える関東地域が約２４％と最も
　高く、総じて大都市臨海部で整備面積が大きくなっている。



●造成規模は８０年代以降でスローダウン。

●近年の土地の用途は、工業用地に変わり、
　都市再開発等用地のシェアが拡大。

●土地利用は、リサイクル産業などが立地。

●借地による企業立地の顕在化。
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リサイクル関連企業の立地が進む酒田港（１２社）

●
●●●●

●●●

●●

●リサイクルポート指定後の立地企業
●リサイクルポート指定前の立地企業

ＰＣＢ絶縁油リサイクル事業

【東北電力㈱】

廃自動車リサイクル事業

【㈱青南商事】

古紙・ペットボトル・廃パソコンリサイクル事業

【㈱岡部商店】

遊技機器リサイクル事業

【㈱ユーギシステム】

（リサイクルポート指定：平成１５年４月２３日）

臨海部土地造成事業の動向

●
●
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１，２７０億円 対前年度比　０．８５

平成１６年度基本計画事業費対比表 （百万円）

事業規模事業規模事業規模

対前年度比

　港湾機能施設整備事業 63,200 55,080 0.87

　上　　　屋 １１棟 1,522 １１棟 1,549 1.02

　荷役機械 ２６基 12,897 １3基 6,290 0.49

　ふ頭用地 1,236千m 2 48,781 1,279千m2 47,241 0.97

　臨海部土地造成事業 86,176 71,961 0.84

　都市再開発等用地 1,207千m 2 79,995 1,285千m2 64,853 0.81

　工業用地 145千ｍ2 6,181 129千ｍ2 7,108 1.15

149,376 127,041 0.85合     計

平成15年度計画 平成16年度計画区　　　分

Ⅳ．平成１６年度特定港湾施設整備事業
基本計画（案）の概要
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荷役の効率化を図るための上屋、荷役機械の整備荷役の効率化を図るための上屋、荷役機械の整備荷役の効率化を図るための上屋、荷役機械の整備

計画
数量
（棟）

国際競争力の強化 2

ユニット貨物への対応 3

ばら貨物等に対応 6

計画
数量
（基）

国際競争力の強化 2

ユニット貨物への対応 8

ばら貨物等に対応 3

荷
役
機
械

目        的施 設

四日市港（２基）

釧路港、石巻港、苅田港

実       施       港       名

苫小牧港（新設及び改良）、鹿島港、
新潟港、金沢港、姫路港、福山港、那覇港

平  成  １  ６  年  度  計  画

施 設 目        的

平  成  １  ６  年  度  計  画

実       施       港       名

上
屋

北九州港、博多港

小名浜港、福山港（２棟）

函館港、小名浜港、千葉港、福山港、福江港、名瀬港
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既存ストックの有効活用既存ストックの有効活用既存ストックの有効活用

機能施設

用　　　地

港    名

千葉

福山

北九州

苫小牧

新潟

姫路

荷 役 機 械

コンテナ貨物の増大に対応するための改良

他港の荷役機械を移設

他港の荷役機械を移設

事      業      内      容

上       屋 薫蒸上屋の移設

屋根の老朽化に伴う改良

屋根、外壁の老朽化に伴う改良

施    設    名

港      名 既   存   用   途

東京 貯木場

横浜 泊地

名古屋 貯木場

大阪 貯木場

尼崎西宮芦屋 水路

姫路 民間工業用地

都市機能用地・緑地・交通機能用地

ふ頭用地

ふ頭用地

港湾関連用地

ふ頭用地

再    開    発    用    途

都市機能用地

11



既存ストックの有効活用事例既存ストックの有効活用事例既存ストックの有効活用事例

～福山港　箕沖地区へ既設上屋の移設～

箕島地区

箕沖地区

箕沖地区へ移設

12

岸壁(-7.5m)

岸壁(-10m)

・箕島地区の既存ﾊﾞｰｽ(-7.5m)から箕沖地区の
　新設ﾊﾞｰｽ(-10m)へ港湾機能の移転

既設薫蒸上屋



地域を支える物流拠点の整備地域を支える物流拠点の整備地域を支える物流拠点の整備

●地域の生活を支える物資の輸送等を行
う公共ふ頭の整備と連携した港湾関連用
地造成を計画的に進める。

清水港新興津地区

将来イメージ
岸壁（－１５ｍ）

港湾関連用地

13



地域産業の基盤強化地域産業の基盤強化地域産業の基盤強化

将来イメージ

石巻港 雲雀野地区

● 製 紙 工 場 の チ ッ プ ヤ ー ド の 拡 張

● 既 存 の 製 紙 工 場

14



●耐震強化岸壁と合わせて背後にふ頭用地を整備するこ
とにより、震災時に住民の避難、緊急物資輸送等の被災
地における復旧・復興活動の支援拠点を形成し、防災機
能の向上を図る（酒田港、常陸那珂港、別府港等）

暮らしを守る～大規模地震に強いみなとづくり～暮らしを守る暮らしを守る～大規模地震に強いみなとづくり～～大規模地震に強いみなとづくり～

防災拠点イメージ
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別府港 石垣地区



美しく活力あるみなとまちの形成美しく活力あるみなとまちの形成美しく活力あるみなとまちの形成

将来イメージ

●離島航路等の交通機能の充実や賑わい
に満ちた空間の形成を目指し、みなと機
能の再配置や臨海商業施設の整備に向け
土地の造成や基盤整備を行っている。

16

長崎港 本港地区



環境への配慮環境への配慮環境への配慮

17

海
の
生
物
に
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し
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カ
ニ
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岸

汐
入
護
岸

将来イメージ
東京港 有明北地区

環境にやさしい水と緑のまちづくり



航
路
（
公
共

）

泊地（公共）

緑地
(公共)

荷役機械

都市再開発用地

ふ頭用
地

防波堤（公共
）

岸壁（公共）

上屋
(C.F.S)

臨港道路（公共
）

物揚場

岸壁（公共）

ふ頭用地

工業用地

上屋

専
用
岸

壁

引船

「荷役機械」の整備は岸壁と船
舶間においてコンテナ貨物や
米穀類、林産品等のばら貨物
の積卸しを円滑に進めるため
に行う。

「上屋」の整備は船舶及び陸上輸送
機関との結節点として、岸壁におい
て取り扱う外貿貨物、内貿貨物の荷
さばき作業及び一時保管等を円滑
に進めるために行う。

「ふ頭用地」の整備は外貿ター
ミナル､内貿ターミナル､旅客ター
ミナル等の機能を発揮させるた
めに行う。

「工業用地」の整備
は地域の産業開発
のために行う。

「都市再開発用地」の整備
は港湾における輸送活動
を支援する「港湾関連用地」
や業務施設、商業施設の
用に供する「都市機能用地」
の整備のために行う。

機能施設 産業用地等

凡例

18

参考


